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０．土木・建築の社会価値および連携の方向性
WG委員
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日本建築学会
• 楠 浩一（副会長・TF委員長：東京大）
• 田中麻里（幹事：群馬大）
• 野口貴文（東京大）
• 兼松 学（東京理科大）
• 瀬田史彦（東京大学）
• 久田嘉章（工学院大）
• 池田靖史（東京大）
• 上野勝久（東京藝術大）
• 小野田泰明（東北大）
• 小野寺篤（建築学会事務局）

（前年度メンバー）
• 広田直行（前副会長・前TF委員長：日大）
• 清家 剛（東京大）
• 岡崎太一郎（北海道大）
• 大橋竜太（東京家政学院大）
• 丸山一平（東京大）

土木学会
• 勝見 武（副会長・TF委員長・主査・京都大）
• 岩波光保（東京科学大）
• 上田多門（深圳大）
• 高橋良和（京都大）
• 中村 光（名古屋大）
• 加藤佳孝（東京理科大）
• 羽藤英二（東京大）
• 松本 亨（北九州市立大）
• 蒔苗耕司（宮城大）
• 藤原寅士良（JR東日本）
• 真田純子（東京科学大）
• 三輪準二（土木学会事務局）

（前年度メンバー）
• 今村文彦（前副会長・前TF委員長・前主査：
東北大）

• 小林將志（JR東日本）



０．社会価値・連携WGのタスク

•土木・建築それぞれの分野の文化・歴史的背景，

現在の活動状況を踏まえ，社会的な価値、将来

の価値観を共有しながら，連携の意義や方向性

を議論し提案する。

•アンケートWGのアンケート結果分析も含める。
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１．土木学会の基本理念・役割

• 学会は、土木工学の進歩及び土木事業の発達並びに土木技術者の

資質の向上を図り、もって学術文化の進展と社会の発展に寄与す

ることを目的とする。（定款より）

• 自然に対する畏敬の念を持ち、美しく豊かな国土と持続可能な社

会づくりに貢献します。

• 台風が常襲し、地震が多発する、我が国の厳しい自然条件下で、

これら自然災害から人の暮らしを守り、社会・経済活動を支える

基盤をつくるとともに、良質な生活空間を実現するため、土木技

術はその中心的な役割を果たしています。この土木技術を学問と

して体系的に支えているのが土木工学です。

• 土木学会は、1914年11月に社団法人として設立され、2011年4月

には公益社団法人に移行しました。（ホームページより）
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１．日本建築学会の基本理念・役割

• この会は、会員相互の協力によって、建築に関する学

術・技術・芸術の進歩発達をはかり、もって社会に貢

献することを目的とする。（定款より）

• 一般社団法人日本建築学会は，会員相互の協力によっ

て，建築に関する学術・技術・芸術の進歩発達をはか

ることを目的とする学術団体です。1886年（明治19

年）に創立されて以来今日にいたるまで，わが国建築

界においてつねに主導的な役割をはたしてきました。
（ホームページより）
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２．社会価値，その創造とは

• 社会価値とは、事業や活動によって生み出される社会的・

環境的な変化や効果。

• 特に，社会課題を解決することで新たに生み出される価値。

さらに，

• 社会価値を創造するには、社会問題を解決するだけでなく、

その先に新たな価値を創造する事業に取り組む必要。

• 特に、サステナビリティ（持続可能性）、技術的可能性、

経済的可能性、社会への浸透による生活水準の向上などの

視点から、多面的に価値を分析して評価する必要。
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２．土木分野と建築分野の違い；連携強化のために

• 対象 ー 自然環境，社会環境，人工環境

• 所有者・ユーザー ー 個人，民間，公共

• 法令の違い ー 個人資産で財産権が絡み最低基準か、

公共施設か

• 両分野の背景の違いにより、行政も分割されている。そ

のため、許認可、指導等も土木と建築で別となっている。
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３．国内での関係・役割

関連する省庁・学協会など

• 国土交通省

• 国土の総合的かつ体系的な利用、開発および保全、そのための社会
資本の整合的な整備、交通政策の推進、気象業務の発展並びに海上
の安全および治安の確保などを担う官庁

• 建築に関わるもの － 不動産・建設経済局，都市局，住宅局

• 土木に関わるもの － 水管理・国土保全局，道路局，港湾局，

鉄道局，航空局

• 環境省，農林水産省，経済産業省

• 関連学会

• 関連団体 － (一社)日本建設業連合会
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４．国際社会での関係・役割

SDG’sを考えると

• 土木と建築の差はない。

• 木材、鉄、コンクリートを大量消費している分野。廃棄
物・資源循環のくくりとしては同じ。

• 環境を守るためには、土木・建築同じ方策を取りうる。
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４．国際社会の中の日本

• 国際的な建築と土木に対する社会価値に対応のために，
建築と土木という境界を超えた対応が必要

• ISOへの対応など，世界の分類と日本の土木・建築の分類は必
ずしも一致していない。

• 例えば，多様な災害に見舞われているわが国の技術は，土
木・建築連携して世界に貢献できる。
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５．昨年のシンポジウムで示された方向性

学会の役割と背景

• 土木学会・日本建築学会は、国内有数の学術団体として、社会
ニーズが高まり、逼迫した状況になる前に、半歩先を見越して学
術的な見解と方向性を用意すべき。

• その観点からは、もはや社会の状況は待ったなし。

• 両学会のアンケート結果から，具体的なアクションの必要性の認
識に至っている人(会員)はあまり多くなく、このような考え方の
共有の促進と人材の育成も両学会に課された課題。

外部からのご意見と集約

• 関係者（国内外）；誰に？（学会，行政，民間・・）

• 留学生など

• ご意見内容；関係，期待，・・・

• ご意見のいただき方

11







５．アンケートWGによる調査結果について（抜粋）

「土木学会と日本建築学会の連携に関するアンケート Part II

の結果」より

• 学生の土木系/建築系を選択する前では、建築系は「特に悪

いイメージはない」割合が半数以上、土木は「イメージが
悪い」と「世の中の評価が低い」で半数以上となっている。

• 学生・社会人とも、土木系/建築系ともに長時間労働のイ
メージが悪い。

• 役割に関する意識では、建築系は「文化的発展や保全」、
土木系は「経済的発展」を相対的に重視。

• 学会に期待したいと思っている活動は土木系/建築系で類似

しており、「情報発信」「図書、論文の発行」「講演会等
の運営」「シンポジウム、研究発表会の運営」の割合が大
きい。「専門図書の発行や技術の評価に関する内容」への
期待が比較的高い。
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５．アンケートWGによる調査結果について（抜粋）

「土木学会と日本建築学会の連携に関するアンケート Part II

の結果」より

• 社会人では、土木系と建築系が分かれていることで業務上
不便を感じている割合が6割を超える。

• 働き方や社会からの評価については、土木系/建築系問わず7

割近くがストレスを感じている。30代が最もストレスを感
じる割合が高い。

• ストレス改善のためには「作業効率の向上」や「適切な工
期設定」が求められている。

• 社会的地位については土木系の不満が若干大きく、「災害
復旧への評価」に不満を感じている割合が想定的に高い。
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両学会の連携に関して議論を深める材料として、ベン図を作成

社会価値WGメンバーにアンケートを実施

1. 社会の変化・要請など外部に該当しそうなキーワード

2. 土木分野、建築分野、両分野の広がりに該当しそうなキーワード

3. 土木分野、建築分野の共通性に該当しそうなキーワード
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両学会の連携に関して議論を深める材料として、ベン図を作成

発注方式

防災・減災

構造設計

維持管理

デザイン

建設(高機能)材料
災害

構造物のライフサイクルマネジメント・指針類

計画・設計・施工・管理のフェーズの見直し

技術基準の国際標準化

新素材・高機能材の活用

廃棄物の有効活用

都市データ

土
木
分
野

建
築
分
野

ライフサイクル
新エネルギー

SDGｓ DX
脱炭素 気候変動
人材不足 人材育成
労働災害 外国人労働者

自動化施工
建設用３Dプリンター
インフラ管理のBIM活用
社会資本のDX管理

流域治水に基づく都市計画
既存インフラの有効活用

公共インフラ教育・広報
両分野の広がり

維持保全
or

老朽化

国際市場
(解放、参入)

災害

技術者

経済リスク

国家安全 感染
症

エネルギー

サスティナビリティー
(SDGs含む)

産業再生
生産性向上

ジェンダー

格差社会
VUCA時
代

人口減少

外国人材活用

インフラの
高齢化

社会の変化・要請(外部)

DX 脱炭素生成AI 地方創生 共生型社会国際情勢 気候変動

少子
高齢
化

過疎化

DX 脱炭素

都市 地域 介護


